【町独自様式】
暴力団の排除に係る誓約書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　　年　　　月　　　日
大河原町長　　殿
申請者　住所　　
　　　　　
	


　　　　氏名（法人にあっては名称及び代表者名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
	


　当該事業に係る申請者（当該申請者が法人である場合にあってはその役員等、法人以外の団体である場合にあってはその代表者、理事その他法人における役員等と同等の責任を有する者）、当該事業所の設置者、管理者その他事業所の業務を統括する者（当該業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）は、下記に掲げる暴力団員等にあたらず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していないことを誓約します。

　また、事業所の運営に当たっては、暴力団若しくは暴力団員等を利用し、又は暴力団若しくは暴力団員等が運営に関与しないことを誓約します。

記
	【大河原町暴力団排除条例（平成24年条例第26号）第２条の規定】
この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(1)　暴力団排除　町内において、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77号。以下「法」という。)第32条第３項に規定する暴力排除活動を促進し、及び公共工事等における措置等を講ずることにより、暴力団により町民生活及び事業活動に生じ、又は生ずるおそれがある不当な影響を排除することをいう。
(2)　暴力団　法第２条第２号に規定する暴力団をいう。
(3)　暴力団員　法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。
(4)　暴力団員等　次のいずれかに該当するものをいう。
ア　暴力団員
イ　暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
ウ　法人その他の団体であって、その役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該団体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。)のうちにア又はイのいずれかに該当する者があるもの
(5)　暴力団排除活動　暴力団排除のための活動をいう。
(6)　県暴力追放運動推進センター等　法第32条の３第１項の規定により公安委員会から宮城県暴力追放運動推進センターとして指定を受けた者その他の暴力団員による不当な行為の防止を目的とする団体をいう。
(7)　公共工事等　町が発注する建設工事、その他の町の事務又は事業をいう。


